












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































認または制限（negationorlimitatioに従うが，否認または制限（n ionorl mi ation）は，かかる解釈が不合
理（unreasonable）となる範囲においては効力を有しない｡」と規定する（Ｒ・
プラウカーー道町信一郎・アメリカ商取引法と日本民商法ｌ売買206頁（1960）
tion）は，か る
￣
の訳による)。
(125）
(126）
(127）
Pγo“ｃＺｓＬｍ６'"bﾉﾙｧｺﾞspγ"αe〃cc， s"かａｎｏｔｅｌ２，ａｔ963-4.
）ＣＭＩＬＬＥＲＡＮＤＰ，LovELL，ｓ”γαｎｏｔｅｌ９，ａｔ344．
）SWADDAMs,ｓ”ずanote,40,ａｔ227.Waddamsは直接的エコノミック
ロスと間接的ニコノミック・ロスとに分けて論旧i蜜る゜製品の価値の減少という
直接的ニーノ ミック・ロスは製品の売買によって生ずるので, 製品の価格が問題
いては，製造者がとなる（〃,ａｔ３１)。そ
現実に不実表示をなして，
こで，直接的エコノミック・ロスについては，
そのことによって生じた場合lこの承製造者に責任を認
その他の場合には代価が支払われた者に対して， 製品の価値の減少という直め，
接的ニコノミック・ロスの賠償を求めるべきである（〃,ａｔ29,227)。これに対
して，結果的エコノミック・ロスの賠償については,(1)財産損害の賠償が認めら
れれぱ，エーノミック・ロスを区別する理由はない，(2)実際に暇疵に責任のある
製造者ではなく，直接の売主からエコノミック・ロスの賠償が認められるべきだ
とするのはおかしい，(3)一連の保証責任訴訟を通して，製造者は責任を追及され
るのであるならば，直接に製造者を訴えることに反対する理由はない，(4)他のネ
グリジェソス訴訟と異なり，製造物責任の場合，製品の供給を業とする者が被害
となるので，責任範囲の拡大による負担のおそれは他の場合よりも少ないなどの
理由によって肯定する（、,ａｔ35-6)。そして，エーノミック・ロスか否かで賠
償の成否を決すべきでなく，近因（proximityorremoteness）によって損害
の範囲を決すぺしという〔Wnddams，ＰγOazcc'sLia6iJfty-DzcbノオｏＷｔｚγ"－
ECO"ひ”cLoss,５２CAN.Ｂ・ＲＥＶ､９６，１０１（1974)〕。
(128）Cane,ｓ”ずα､ｎｏｔｅｌ８,ａｔ139.Ｃａｎｅは，製造者の表示が存在しない場合
にも製造者が現実に価格を支配している場合には，たとえ消費者と契約関係がな
くとも直接的エコノミック・ロスに対する製造者の責任を肯定する(必ｉの。もつ
とも，それほど詳しく論じていない。
(129）Franklin,ｓ”γαｎｏｔｅｌ４,ａｔ983-6．その理由として， (1)統一商法典はネ
(2)エコノミック・ロスが製救済を排除する意図はなかった。グリジェンスによる
他に特別の事情がなげれば少なくとも造者の合理的な予見しうる範囲内であり，
そのことによって注意義務が生ずるような場合，ネグリジニソスによる責任を認
めたとしても製造者が破産することばない。(3)多くの場合,製品が存在し検査が
114
なされるであろう力､ら通常のネグリジ エソスの事件よ りも乱訴が増加する可能性
ミヅク・ロスについて小売業者に対して保証責任によって救済＄ない。(4)二コ
されたとしても，
(4)ニコノ
それが常に満足のいくものではないし， 相当な注意を払うこと
が法によって助長されるぺきである。 (5)エーノミック・ロスと物理的損害を売買
法と不法行為法との区別の基準にすることには疑問であるとする。 もっとも，
Franklinはネグリジェソスによる賠償が他の方法よりも全体からふてより好ま
しいものであると指摘しているわけではないという (、､985)。
(130）〃・ａｔｌＯ１９．
(131）商品性の保証についてはＵＣＣ§2-314．この規定と解説についてはＲ・プ
ラウカー＝道田信二郎・アメリカ商取引法と日本民商法197-2020960）参照。
(132）Franklin,ｓ”γαｎｏｔｅｌ４,ａｔ979-80.
(134）Ｓｅｅｌｙｖ・WhiteMotorCo､４０３，２．］45,156（1965)．
(135）Santorv･ＡａｎｄＭ,Karagheusian,Inc.,207Ａ､２．３０５，３１３（1965)．
(136）Ｄ,ＮｏＥｎＡＮＤＪ､PHILｴPS,ｓゆずαnotelOO,ａｔｌ１３；Smlllie,ｓ”γαｎｏｔｅ
２４，ａｔ118$Bennett，ｓ”ｍｎｏｔｅｌＯ５，ａｔ344-5.
(137） Pγ０回"cｵｓＬ/α6"ibﾉﾙｿﾞﾉspγ“e"Ce， at93a
CoNsuMERsANDTHE
s"力γαｎｏｔｅｌ２，
(138）Edmeades，ｓ”ずｃｚｎｏｔｅｌ２ａｔ６７８；RCRAsToN，
ＬＡＷ,145-6（1978)．
(139）Cane,ｓ”γzznotel8,ａｔ138-40．
(140）Edmeades,ｓ”γαｎｏｔｅｌ２,ａｔ677-8.
b138-40.
12,ａｔ６７７－ａ
ａｔｌｌ８－９，
ＡＮＤＴＨＥＬＡｗ，
(141）
(142）
Smillie，３噸γcｚｎｏｔｅ２４ｊ
Ｒ・CRANsToN，CoNsuMERs 147-8（1978）参照。
６純粋なニコノミヅ
これまでエコノミック
題点を検討してきたが，
ロス賠償の必要性ヅク
ロスの承の損害に対する製造物責任の可能性と問
この損害についても被害者は直接契約関係に立つ小
売業者に対して契約責任を追及しう ることには英米においても何ら問題はな
そもそも被害者保護にとってこのような処理で十分であり， 製い。そこで，
造老の責任を追及する必要がはたしてあるのかという疑問に触れておかなげ
れぱならないであろう。
この点についての反論をま とめれば以下のようになる。 (1)暇疵をつくり出
製造者は容易に暇疵の修理費や瑠疵から生ずるエゴしたのは製造者であり，
ノミック・ロスを消費§ロスを消費者大衆に分散しうる。 これに対し小売業者はしばしば
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単なる導管にすぎない。また，消費者の多くも単なる暇疵についても製造者
（143）
に責任力:あると考えている。(2)小売業者に責任を追及したとしても暇疵を製
って製造者が責任を負う。り出したとすれば究極的には求償によ造者がつく
とすれば，直接製造者が被害者に対して責任を負えば，求償に要する時間と
（144）
費用を節約しうることとなる。(3)小売業者力:破産したり廃業した場合，その
（145）
危険は何ら責任のない消費者よりも過失のある製造者力:負うべきである。（４）
製造者に過失があれば，たとえエコノミヅク・ロスの承の損害が発生しても
法が責任を課すことによって，そのような損害をもたらさないよう相当な注
（146）
意を製造者が払うように助長されるべきである。むろん，小売業者の承ｶﾐ契
約責任を負ったとしても求償によって最終的には製造者が責任を負担するこ
ととなると一般的にはいえる。だが，中間にいる業者の破産，免責条項の存
出訴期限を越える時の経過などによって製造者が責任を免れることがあ在，
（147）
りうる。そこで，直接製造者Iこ責任を課すべきである。
暇疵ある製品を交換修理する費用の賠償についてこのような反論に対し，
Iま多くは格別の資力を要しないのであるから， その責任を小売業者に留めて
おくことに特別に問題はないのではないかという見解が考えられよう。 しか
ただそれだけの消極的な理由では上の反論を覆すに足る十分なものとはし，
なりえないｏそのためにはさらに，
な理由が要求されるであろう。し》
製造者の責任を否定すべきとする積極的
それらの点についてはこれまで検討しかし，
してきたので繰り返し論ずろ必要はないであろう。
(143）
(144）
(145）
(146）
(147）
Bennett，szJがanote1O5，ａｔ345．
Smillie，ｓ”γαｎｏｔｅ２４，ａｔ119．
Smillie，ｓ”γαｎｏｔｅ２４，ａｔｌｌ９；Franklin，ｓ""αｎｏｔｅｌ４，ａｔ985．
Franklin，ｓ"γαｎｏｔｅｌ４，ａｔ985．
Smillle，ｓ”γαｎｏｔｅ２４，ａｔｌｌ９．
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Ⅵ結語
１以上，純粋なエコノミヅク. ロスに対する製造物責任についての英米
その責任肯定の是否をめぐの判例を概観し， 問題の所在を明らかにすべ<，
･学説の論議を整理 これらの点をまとめるとともに，ろ判例 ･検討してきた。
わが国でこの問題をいかに考えるべきかを若干述ぺ結語としたい。
２英米において多くの例外があるものの純粋なエコノ ミック・ロスの賠
によっては認められないとする原則が償は不法行為法（特にネグリジェンス）
依然として存在する。そこで，製造４製造物責任にあっても，欠陥の修理費や欠陥
ロスの承の損害の賠償をネグリジによる営業上の損失などのエコノ ミック。
･不法行為法上の厳格責任にもとづいて認めることに英米の裁判所のエンス
多くは現在においても否定的である。 ノミヅク・ロスと物理的
イギリスにあっては製品
また，生命自体・財産に
しかし， ニコノ
財産損害との区別自体必ずしも明確なものでない。
自体に対する物理的損害を物理的財産損害として，
対して危険な欠陥の危険性を除去するとい う意味での修理費についてもエコ
ロスか否かは別としてネグリ ジェンスにもとづく賠償を認める煩ノミック・
向にある。 うな修理費をも物理的損害とする。一ユージーランドではこのよ
たとえ製品自体の損害であったとしても，アメリカにおいては， それが事故
よるものであれば物理的損害としてネグリ ジェンスや不法行為法上の厳格に
責任にもとづく賠償が多くの裁判所で認められている。
ネグリジェンスであれば不法行為法上の厳格責任であれ， 人の生命身体．
財産に不相当に危険な製品を市場に出すことに帰責原因を求めるとすれば，
製造者がそのような危険な製品を市場に出した時点ですでに帰責事由が満た
されたこととなる。それにもかかわらず， 実際に生じた損害がエコノ ツク
・ロスであると いう理由で不法行為法による賠償を否定すぺきだとする見解
|ま，他に否定すべき納得できる理由が存在しない限り説得的なものとはなり
（147）
えないのでIまないか。詳しい点は再論しないが，前述のごとく，そのような
納得できる理由は存在せず， むしろ賠償を肯定すべき多くの理由を歌い出す
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ことができた。それゆえ，英米でエコノミック・ロスを物理的損害とするこ
とによって事故による製品自体の損害や製品に対する物理的損害の賠償が認
められてきているといえよう。しかし，このような方法にも限界がある｡ア
（148）
メリカで「製造物責任問題」に端を発して1979年１月に商務省ｶﾐら出された
（149）
統一製造物責任法草案（DraftUniformProductLiabnityLaw）では多く
Ｑ判例を尊重し，製品自体の損害を「製造物責任」によってカバーされる損
（150）
害概念の中に含ませていた。だ力:，このような損害はエコノミック・ロスで
統一商法典によって処理されるべきであるとの批判が強く，あり， 同年10月
に公にされた模範統一製造物責任法（ModelUniformProductLiability
（151）
Act）もこのような批半Uを受け入れ製品自体の損害を「製造物責任」によっ
（152）
て保護されるべき損害から排除した。その理由とするところは，先にも二八た
製造物責任で保護されるべき製品自体の損害は事故によるものでなように！
それ以外のものは単なる取引上の損害ければならないとされ， (1oｓｓｏｆｔｈｅ
bargain)で不法行為法の対象とされていないが，製品が全くこわれてしまつ
（153）
た場合にそのような区ＦＩをすることは困難であるという点にある。しかし，
製品自体の損害と製品以外の財産に対する損害の区別も必ずしも明確ではな
好ましい解決は発生した損害がエコノ ミック・ロスか杏かを問わず，製い○
造者に不相当に危険な製品を供給しない注意義務違反があれば責任を不法行
為法で肯定することであろう。もっとも，現在のアメリカでは，制定法であ
る統一商法典上の保証責任とコモンロー上の不法行為法上の厳格責任の対立
ミヅク・ロスの存在を現実には全く無視はしを解決するカギとしてのエコノ
えないという事』情が存する。
むろん，わが国ではこのような事情とは無縁である。そうであるとすれば，
わが国にあって， 不相当に危険な製品を供給しない注意義務が製造者にある
製品自体への損害が発生したり，ことば問題がないので， 単に不相当に危険
な欠陥が存在する場合であっても，少なくともそれらに含まれている危険を
（154）
除去する費用の賠償は認められるべきであろう。このような損害lま上の注意
義務の保護範囲ないし相当因果関係内にあるといえるからである。
118
英米における製造物責任におけるエコノミこのようなことから、３このような ２
・ロスをめぐる議論は全く
ツタ
わが国において意味のないものであったとはいえ
安全ではあるが粗悪な品質の製品を供給しない義務を課すない。製造者に，
ことができるかという問題は英米と同様わが国でも議論の余地があると考え
このような注意義務が製造者に認められるとすれば，られるからである。 消
費者は製品の安全性と関係のない単なる暇疵の修理費も製造者に賠償しうる
ｿの暇疵の修理費が問題となった事件で，Iまずである。だが，マソシミ
高等裁判所は，「商品の暇疵
東京ヨ
･欠陥に基く商品価値の減少それ自体の損害(完
全な商品として代金を定めて取引したのに暇疵・欠陥のためより低い価値しかない場
製造者らの詐欺行為等特別の事情がない限合における右代金額との差額）は，
製造物責任の対象である損害に含まれないと解するのが相当である。 けり，
だし，かかる損害は商品の流通過程における個別的・具体的な契約内容に応
（155）
じて個別的に損害額をきめることになる｡」と半Ⅱ示した｡このような見解は
､て一般的なものであるといえる。 むろんわが国において，そのわが国にお↓
ロスであるという理由で不法行為法による賠償ような損害力:エコノミック.
が否定されているわけではない。だが否定する実質的理由は英米におけるも
ができよう。 その意味では，現在わが国にあってのとほぼ同一だと承ること
＄製造者に安全ではあるが粗悪な品質の製品を供給しない注意義務は課せら
また，前述したごとく一般的にそのような注意義務れてはいないといえる。ま７
を製造者に負わせることも， 製造者は製品が安全であればその品質について
最終消費者に常に何らの責任は負わさないとすることも妥当ではない。そこ
製造者に自らが供給した安全ではあるが粗で，わが国においても，問題は，
どの程度の責任を課すことができるかという点悪な品質をもつ製品に対して
にある。
アメリカでは， 明示の保証のないし不実表示の理論によ り製造者が一般犬
とづいて製品の価値の減少のよ うな損失についても製造
lerとLovellおよび力
衆になした表示にも
者の責任が肯定されている。イギリスのCane,Miller
らも基本的にはこのような製造者の責任を認める。 前述ナダのＷａ細FｗｎＲ
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そこで，わが国にあのごとく認めたとしても何ら実質的な問題は生じない。
少なくともこのような表示責任を民法709条で構成するこ とlこよっっても，
て製造者に対して安全ではあるが粗悪な品質に対する責任を追及しうると解
ミック・ロスの賠償
こ限定する。しかし，
すべきであろう。アメ リカの多数の判例は純粋なエコノ
を製造者が製品の品質につき具体的な表示をなしたときに かし
製造者に瑠疵や品質わが国ではさらに安全ではあるが粗悪な品質について，
の開示義務や通常の目的に適した製品を供給する義務を課すべきであろうか。
このような責任を課す上で生ずる契約自由の侵害や損害の広範化の問題， さ
消費者製品ないし消費者取引の領域にあっては解決らには価格等の問題も，
が可能であり，
ろ。すでに，
そのような義務を製造者に負わせる必要性が大きいと思われ
｢事業者の職業上の地位と，浜上教授。加賀山氏は， 事業者と
消費者の間に商品の知識について不均衡があることから」 ｢事業者は消費者
警者注〕)』が生じな
とされ，行政法規
に物理的損害や「金銭損失（本稿でのエコノミヅク・ロス 〔筆者注〕)』
いように適切な商品表示をする不法行為上の義務がある」
により個舜の商品について適切な表示の基準が定められなければならないと
（156）
主張されてし､る。また，立法論なし､し解釈論として，製造者も製品の「暇
疵」について品質保証書がない場合にあっても，修理義務，代替品提供義務
（157）
あるいは損害賠償義務を負うべきであるという見解が出されている○私Iまこ
れらの見解に基本的には賛成したいと思うが， 製造者の品質の開示義務と通
常の目的に適した製品を供給する義務の関係， 後者の義務を英米で主張され
ているように不法行為法上のものとすることの当否の問題， 価格との関係の
問題などの点について今後さらに十分な検討をしていきたい。
製品の安全性とかかわりのない品質についても一定限度４このように，
で製造者に不法行為責任を追及しうるとするならば， 製品の安全性加何を問
製品の品質に対する製造者，わず， 流通業者らの責任を製造物責任と呼ぶべ
ぎであろうか。呼称の問題であるので， そのように解することも可能である。
たとえ両者を含めて製造物責任としたとしても， それらは一応区別しかし，
して考えるべきではなかろうかと思う。
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製品を使用する過程で生命身体・財産に損害が発生する場合， 被害者がそ
のか．またの製品を売買契約によって得たのか， 贈与契約により手に入れたのか，
|土借りたしのかは，そのよ うな損害の賠償に何ら影響をもたらさない。 原告
が全くの第三者である場合も同様である。 基本的には，以上のどのような場
合であれ同一の準則が適用されるべきであろう。 すなわち，製品の価格や契
また，暇疵担保責任の場合のよう'こ
とえ明白な欠陥であっても，その欠
約の具体的内容は何ら問題とならない。
｢かくれた」欠陥である必要はない。たとえ明白な欠陥であっても，
陥のもつ危険性が当該製品にとって本来必要不可欠のものでないのであれば，
製造者は消費者の生命身体・財産の安全確保のため，そのような欠陥を除去
（158）
する義務が課せられることもありうる。そうでなければ，製造者Iま製品に合
まれる危険を十分に警告すれば常に自らの注意義務を尽したこと となる。し
消費者が警告された危険を正当に評価することは困難である場合が多かし，
<，かつ明白であることを認識しえない第三者も問題となるのであるから，
（159）
製造者の注意義務は警告義務に限定されるべきでI主ない。
製品自体に損害が発生したり単な不相当に危険な製品が市場に供給され，
る欠陥が存在して危険を除去する費用が問題となっている場合にあっても，
以上のことは基本的には当てはまるといえるであろう｡ ろん，これらの損
また，欠陥の危険
むろん，
害を蒙ろ者は， 製品の所有者ないし占有者に限定される。
性を除去する費用の損害の場合， その危険性は予想される消費者の使用にと
って危険か否かが判断されるという意味ではその損害は製品の使用と密接な
関係があり， 契約内容や製品の価格は問題とならないが， その損害が製品の
使用によ って生ずるとはいえないかもしれない。
これに対して，製品が安全ではあるが， その品質が消費者の期待と一致し
ていないとする損害は， 製品の使用の際に生ずるにいうものではなく主とし
て売買契約という取引によってもたらされると染ることができよう。 そこで，
このような損害はもっぱら直接の契約者たる小売業者に請求すべきであると
主張されることとなる。しかし， 現代社会にあっては多くの場合製造者が実
際には製品の品質や価格を支配しており， 消費者も製品の品質については小
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売業者よりも製造者を信頼している。 事後的に取引の公正を図るためには，
小売業者に厳しい責任を課すことによってその目的を達成するこ ともある程
度可能であろう。だが，予防的観点からすれば，消費者取引にあって公正な
取引を実現するためにはもはや小売業者仁の糸責任を課すだけでは十分では
製品の品質や価格を支配している製造者に対しても何らかのない。事実上，
法的義務を負わせる必要が生ずることとなる。 たとえば，これまでにも述べ
陥，品質についての開示義務うに製造者に不実表示責任を課したり， 欠陥，たよ
や通常の目的に適した製品を供給する義務を負わせるこ となどが考えられる。
製造者と最終購買者たる消費者との間には直接の契約関係が存在しないので，
従来の理論からすれば，
ん，このこと自体も問）
これらを不法行為責任と構成することとなる。 むろ
のこと自体も問題であろうが，法的構成をどのようなものとするにせ
よ通常の目的に適した製品を供給する義務を製造者に課したとしても， その
注意義務は安全な製品を供給すべき注意義務と異なり， その製品が最終購買
。また，安全性の問者に売られる価格と全く無関係というわけにはいかない。
製造者の注意義務は先に例示したいづれであっても，題とは異なり， 生活者
たる消費者に対するものではなく， 最終購買者たる消費者に対するものであ
ろう。そこで， 欠陥自動車により負傷した歩行者のよ うな第三者はここでは
る場合も「かくれた」全く問題とならない。さらに，製品の暇疵が問題となる場
ものであることが要求されるであろう。
私は依然として製造者の製品の安全性に対す以上のような相違からして，
ろ責任と製品の単なる粗悪な品質につし ､ての責任を区別して取り扱うことは
それなりの意味があると考えるわけである。
(147）製造物責任研究会では種だの議論をした結果，確かに欠陥品であるけれど，
まだ具体的に製造物の欠陥により自然人が生命，身体または財産に損害を受ける
までは至っていない欠陥品については従来の処理に委ねるという方針をとること
にしたという（シンポジウム
〔1976〕)。
(148）この点については，拙『
｢製造物責仔立法」私法38号84-5頁 (川井発言）
拙稿｢アメ リカにおける製造物責任のノー｡ フォルト責
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任への展開」国士館法学10号369頁以下（1978）参照。
(149）FederalRegisterVo1，４４，Ｎ０９，２９９６（1979)．
(150）
(151）
(152）
(153）
(154）
DraftUniformProductLiabilityLaｗＳｅｃ､１０２(4)．
FederalReglsterVoL44,No.212,62714（1979)．
ModelUniformProductLiabilityActSec､１０２（Ｆ)．
FederalRegirterVoL44,No.212,62714,62719（1979)．
｢製造物責任とは」乾・平井編・企業責任145-16頁（1973）浜上則雄 'よ，
主と｢エコノミック・ロスの糸の損害賠償の問題は,不完全履行の問題として，
して契約法の領域の問題として処理されるべき問題であるように思われ」 るとす
メーカーが品質保証書を消費者に発行しているときには， メーカーに商品るが,
欠陥に関して過失がある限り，エコノミック・ロスの承が発生した場合にもメー
カーは損害賠償責任を負うとされる。また,商品自体の滅失殴損は理論上は暇疵
惹起損害であり，709条の悪件を充たす限りそれを否定する理由はないとされる。
北川善太郎・植木哲「製造物責任の諸問題(1)－責任の性質一不法行為か債務不履
行か－」現代損害賠償法講座4,298頁（1974）は，「不法行為としての製造物責任
で特別立法をすれば格別，消費者の修補請求権，それを前提とした修理費用の賠
で 09条の
植木哲「製造
償請求権等の契約法上の賠償法理をそのままもち込むのは無理であろう。むしろ
こうした物自体にまつわる損害関係の救済には， 契約法，ことに保証書取引や行
命侵害が生じたり，拡大されたただ，実際に生命侵害が生じたり，政法がこれにあたることになる。
その原因となった商品の価値の滅失殴損は，物損が生じた際に， むしろ堰疵結
果損害に含まれるといえようか。 さらに，かかる危害・危険の発生防止に要した
費用も暇疵結果損害に入れてよいであろう。なお検討を要する問題である｡」と
述べられる。植木哲「製造物責任における注意義務」私法38号184頁（1976）は
欠陥概念について言及される中で，「欠陥は，生産物の危険性の表象であるとと，
屯に，物理的暇疵にあっても拡大損害や危険防止費用を惹起せしめるものを含む
と解すると」言われる。
(155）判例タイムズ330号288-9頁。
･加賀山茂「商品表示と消費者保証(､」(156）浜上則雄
（1979)。
ジュリスト690号124頁
(157）経済企画庁消費者行政課編「消費者被害の救済―その制度化の方向」５０頁，
107-10頁（1975)，竹内昭夫「消費者保護」現代の経済構造と法61頁（1975)，伊
藤・木元・小松「消費者の権利」73-4頁（伊藤執筆）（1976)。また，北川善太郎
･現代契約法Ｈ（1976）を参照。
(158）この点については，私は,「自動車製造者の責任一『二次衝突』事件を中心
に－」国士館法学９号145-150頁（1977）で比較的詳細に検討したことがある。
また，浜上則雄「製造物責任の諸問題(2脂欠陥」現代損害賠償法講座4,344頁以
製造物責任とエコノミック・戸ス（執行秀幸）１２３
下（1974）参照。森島昭夫「製造物責任における警告義務一ストマイ全聾事件判
決を契機として－」ジュリスト684号54頁以下（1979）も参照。
(159）アメリカで製造物責任における警告義務の位置づけについて，Henderson
とTwerskiらとの間に論争がなされてきている。 Henderson,"`iciaJRe"iezo
Ｃｌ／Ｍｚ""/Yzc'”e応，ＣＯ"scio配Ｓｃﾉｾo/ceSfTﾉｹCLi加ﾉﾉｓｑ／Ａ〃“jca"o"，７３
CoL.Ｌ・ＲＥＶ,１５３１（1973)；Henderson,Desig〃、舵ｃｊＬ"jgnｵｶﾞo〃RepisjZea，
６１CoRNELLLREv､５４１（1976)；Twerski,Weinstein，Piehler，ｍｃＵＳｃ
α"ａＡ６Ｗｓｅｑ／Ｗαγ"i〃ｇｓｆ〃Ｐγc“cｵｓＬｉａ６"iiy-“s電〃、傘crL"…fi0〃
ＣＯ腕Ｃｓ”AgF,６１CoRNELL.Ｌ,ＲＥＶ,４９５（1976)．Hendersonは製品の設計
裁判所で欠陥か否かを判断することは困難でありかつ妥当でが問題となる場合，
このような問題の場合， もっぱら警告義務で処理すべしとする。ないとして，このような問｝
れに対し，Twerskiらは，
シ」
裁判所は設計上の欠陥か杏かを十分判断可能である
として，あまりにも警告義務にたよりすぎることを批判する。私自身も，製造物
責任において，警告義務をあまり過大評価すべきでないと思っている。拙稿「ア
メリカにおける危険の引受けの法理の行方一製造物責任における危険の引受けの
検討の前提として－」国士館法学11号85頁以下（1979）参照。また，Ｅｉｋｅｖｏｎ
Hippel，Vebraucherschutzdurchlnformation？MOglichkeitellund
Grenzen,１９ZfRV1100975)をも参照。
｢製造物責任における警告義務一ストマイなお，警告義務については森島昭夫
全聾事件判決を契機として－」 ジュリスト684号54頁以下（1979） ;横田貢一「生
産物責任における説明義務(-X=X三)」立命館法学143号18頁以下， 146号23頁以下，
147号20頁以下（1979）参照。
